
ファイル名:0000000_1_9547447802304.doc 更新日時:2014/02/19 23:54:00 印刷日時:14/02/19 23:55 

 

 

四半期報告書の訂正報告書 
 

(第63期第３四半期) 

 

 
 



ファイル名:0000000_2_hyo4_9547447802304.doc 更新日時:2014/02/19 23:55:00 印刷日時:14/02/19 23:55 

 

 



ファイル名:0000000_3_9547447802304.doc 更新日時:2014/02/19 23:55:00 印刷日時:14/02/19 23:55 

 

 

 
 

四半期報告書の訂正報告書 
 

１ 本書は四半期報告書を金融商品取引法第27条の30の２に規定する開示用

電子情報処理組織(EDINET)を使用し提出したデータに頁を付して出力・印

刷したものであります。 

２ 本書には、上記の方法により提出した四半期報告書の訂正報告書に添付

された四半期レビュー報告書及び上記の四半期報告書の訂正報告書と同時

に提出した確認書を末尾に綴じ込んでおります。 
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平成25年11月、顧客である医療機関から、医療機関の所有する医療機器の保守点検作業につき当社従業

員が作成した修理点検報告書に関する確認があり、報告書の内容に関して疑義があったため、社内調査チ

ームを設置し調査を実施してまいりました。その結果、当社従業員は、当該医療機関が所有する医療機器

の保守点検作業を行う際、虚偽の報告を行い、その報告に基づき過大な売上計上を６年以上前から繰り返

していた事実が確認できたため、平成25年12月25日、当社従業員による不正行為が判明した旨を開示する

とともに、社外の弁護士・公認会計士を含めた調査委員会を設立し、社内調査チームの調査結果の網羅性

と正確性の検証に加え、追加調査を実施することといたしました。 

同日以降、調査委員会は証憑書類や取引データの精査、関係者へのヒアリングやその他実施可能な方法

により、当該不正行為に関して調査を実施し、平成26年２月12日、当社は調査委員会より調査結果を記載

した調査報告書を受領いたしました。 

平成26年２月12日付の調査委員会による調査報告書における指摘を受け、過去に提出いたしました有価

証券報告書等に記載されている連結財務諸表及び財務諸表に含まれる不適切な会計処理を訂正することと

いたしました。 

調査委員会による調査により、平成18年２月より当社元従業員２名及び当社従業員１名により、顧客で

ある医療機関が所有する医療機器の修理・点検作業等について、虚偽の報告を行い、その報告に基づき架

空及び過大な売上計上及び代金の請求を繰り返していたことが判明いたしました。  

当該取引に関連する「売上高」及び「売掛金」については、実態を伴わず、正規な取引とは認められな

いため取消しを行うと共に、当該取引に関する回収済み代金については、正当な請求代金とは認められな

いため、当該医療機関への返還債務として、「未払金」として計上いたしました。関連する「売上原価」

については、通常の正規な売上高に対応するものとは認められないため、「不正関連損失」に振替えまし

た。また、その他必要と認められる修正を行いました。 

これらの決算訂正により、当社が平成23年４月14日付で提出いたしました第63期第３四半期（自 平成

22年12月１日 至 平成23年２月28日）四半期報告書の記載事項の一部を訂正する必要が生じましたの

で、金融商品取引法第24条の４の７第４項の規定に基づき、四半期報告書の訂正報告書を提出するもので

あります。 

訂正後の四半期連結財務諸表については、有限責任 あずさ監査法人により四半期レビューを受けてお

り、その四半期レビュー報告書を添付しております。 

なお、四半期連結財務諸表の記載内容に係る訂正箇所についてはXBRLの修正も行いましたので、併せて

修正後のXBRLデータ一式（表示情報ファイルを含む）を提出いたします。 

  

１ 【四半期報告書の訂正報告書の提出理由】

１．訂正の経緯

２．会計処理

２ 【訂正事項】
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訂正箇所は  を付して表示しております。 

  

第一部 企業情報

第１ 企業の概況

１ 主要な経営指標等の推移

第２ 事業の状況

１ 生産、受注及び販売の状況

４ 財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

第５ 経理の状況

１ 四半期連結財務諸表

四半期レビュー報告書

３ 【訂正箇所】
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(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３ 第62期及び第62期第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜

在株式が存在しないため、記載しておりません。第63期第３四半期連結累計期間、第63期第３四半期連結会

計期間及び第62期第３四半期連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当た

り四半期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

回次

第62期

第３四半期 

連結累計期間

第63期

第３四半期 

連結累計期間

第62期

第３四半期 

連結会計期間

第63期

第３四半期 

連結会計期間

第62期

会計期間
自 平成21年６月１日

至 平成22年２月28日

自 平成22年６月１日

至 平成23年２月28日

自 平成21年12月１日

至 平成22年２月28日

自 平成22年12月１日

至 平成23年２月28日

自 平成21年６月１日

至 平成22年５月31日

売上高 （千円） 27,162,201 27,460,891 9,034,610 8,914,556 39,385,393

経常利益又は経常損失(△) （千円） 116,595 △127,781 △38,280 △179,061 318,319

四半期(当期)純利益 
又は四半期純損失(△)

（千円） 47,202 △491,369 △42,336 △115,695 145,102

純資産額 （千円） － － 5,061,440 4,579,565 5,142,315

総資産額 （千円） － － 13,409,177 12,849,385 15,744,763

１株当たり純資産額 （円） － － 1,982.89 1,793.65 2,014.74

１株当たり四半期(当期)純利益
金額又は四半期純損失金額(△)

（円） 18.49 △192.53 △16.59 △45.33 56.85

潜在株式調整後１株当たり 
四半期(当期)純利益金額

（円） － － － － －

自己資本比率 （％） － － 37.7 35.6 32.7

営業活動による 
キャッシュ・フロー

（千円） △956,934 △2,671,934 － － 1,164,689

投資活動による 
キャッシュ・フロー

（千円） △82,630 △408,397 － － △150,883

財務活動による 
キャッシュ・フロー

（千円） △76,333 △74,957 － － △76,400

現金及び現金同等物の 
四半期末(期末)残高

（千円） － － 1,642,061 540,074 3,695,364

従業員数 （名） － － 493 507 503
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当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容に重要な変更はありません。 

また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

  

平成23年２月28日現在 

(注) １ 従業員数は、就業人員であります。 

２ 従業員数欄の（外書）は臨時従業員の当第３四半期連結会計期間の平均雇用人員（１日８時間換算）であり

ます。なお、臨時従業員は、パートタイマーであり、派遣社員は除いております。 

  

平成23年２月28日現在 

(注) １ 従業員数は、就業人員であります。 

２ 従業員数欄の（外書）は臨時従業員の当第３四半期会計期間の平均雇用人員（１日８時間換算）でありま

す。なお、臨時従業員は、パートタイマーであり、派遣社員は除いております。 

２ 【事業の内容】

３ 【関係会社の状況】

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

従業員数(名) 507 （176）
 

(2) 提出会社の状況

従業員数(名) 502 （176）
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 当第３四半期連結会計期間における仕入実績をセグメント別に示すと、次のとおりであります。 

 (注) 上記金額は実際仕入額であり、消費税等は含まれておりません。 

  

 当第３四半期連結会計期間における販売実績をセグメント別に示すと、次のとおりであります。 

 (注) 上記金額には消費税等は含まれておりません。 

  

第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 仕入実績

セグメントの名称

当第３四半期連結会計期間

(自 平成22年12月１日

至 平成23年２月28日)

金額(千円) 構成比(％)

医療機器販売業

機器 2,180,300 27.8

消耗品 5,421,511 69.1

医療情報 249,048 3.2

小 計 7,850,860 100.1

その他 164,664 2.1

セグメント間内部取引額 △172,369 △2.2

合 計 7,843,156 100.0
 

(2) 販売実績

セグメントの名称

当第３四半期連結会計期間

(自 平成22年12月１日

至 平成23年２月28日)

金額(千円) 構成比(％)

医療機器販売業

一般機器分野 1,483,991 16.6

一般消耗品分野 4,683,953 52.6

低侵襲治療分野 1,894,126 21.2

メディカルサービス分野 501,997 5.6

医療情報分野 291,090 3.3

小 計 8,855,159 99.3

医療モール事業 6,613 0.1

その他 225,152 2.5

セグメント間内部取引額 △172,369 △1.9

合 計 8,914,556 100.0
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当第３四半期連結会計期間における、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事

項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生、又は前事業年度の有価証券報告

書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。 

なお、重要事象等は存在しておりません。 

  

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

２ 【事業等のリスク】

３ 【経営上の重要な契約等】
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文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び当社の関係会

社）が判断したものであります。 

当第３四半期連結会計期間におけるわが国経済は、海外経済の改善による輸出や生産の穏やかな

回復が見られた一方、厳しい雇用情勢やデフレの長期化に加え、原油価格の高騰等新たなリスク要

因も発生し、引き続き不安定な状況で推移しました。 

医療業界におきましては、平成22年の診療報酬改定により、一部の医療機関では増収による経営

改善効果が見られるものの全体的な経営環境は依然として厳しく、当社グループが属する医療機器

販売業界における競争環境も、一段と厳しくなっております。 

このような状況の下、当社グループでは、ＳＰＤ（院内物品管理システム）契約施設の増加に対

応するため、平成22年４月にＳＰＤセンターを立上げ、当社独自のシステムを活用した業務効率化

とコスト削減の提案を積極的に行い、ＳＰＤ契約施設のさらなる増強を図っております。また、医

療ＩＴ化の情報提供センターである「ＭＥＤｉＰｌａｚａ（メディプラザ）福岡」や、オンライン

ショップ「Ｓｅｃｏｌｌｅ(セコレ）」等、新しい事業形態への取組みを通じて、総合的経営サポー

ト機能を発揮し、新たな取引層の開拓に取組んでおります。本年度は大型設備案件の減少や償還価

格の引き下げなど厳しい環境下にはありますが、次期３ヵ年へ向けた事業基盤の確立を図るべく、

各施策への取組みを強化しております。 

この結果、第３四半期連結会計期間における売上高は89億14百万円（前年同四半期比1.3％減）と

なり、利益面につきましては、新設したＳＰＤセンターの初年度経費の増加や医療材料在庫の評価

減等により、営業損失は１億93百万円（前年同四半期は60百万円の営業損失）、経常損失は１億79

百万円（前年同四半期は38百万円の経常損失）、また、当期純損益は１億15百万円の四半期純損失

（前年同四半期は42百万円の四半期純損失）となりました。 

報告セグメントの業績を示しますと、次のとおりであります。 

（医療機器販売業） 

  医療機器販売業のうち一般機器分野では、医療機器備品や理化学備品の売上減少等により14億

83百万円となりました。一般消耗品分野では、ＳＰＤ契約施設の増加による医療機器消耗品の売

上増加等により46億83百万円となりました。低侵襲治療分野では、内視鏡備品やサージカル備品

の売上減少はあったものの、内視鏡処置用医療材料（ＩＶＥ・ＩＶＲ）や循環器消耗品の売上増

加等により18億94百万円となりました。メディカルサービス分野では、放射線機器の売上減少お

よび設備工事の竣工が第４四半期に集中していること等より５億１百万円となりました。医療情

報分野では、画像診断機器（ＰＡＣＳ、ＣＲ等）の売上増加等により２億91百万円となりまし

た。この結果、医療機器販売業の売上高は88億55百万円、セグメント損失は48百万円となりまし

た。 

  

（医療モール事業） 

 医療モール事業におきましては、主として賃料収入により売上高は６百万円となりました。セ

グメント損失は20百万円となりました。 

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 経営成績の分析
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当第３四半期連結会計期間末における総資産は128億49百万円となり、前連結会計年度末に比べて28

億95百万円減少いたしました。流動資産は、主に現金及び預金の減少、金銭信託償還による有価証券の

減少、受取手形及び売掛金の減少等により93億８百万円になりました。固定資産は、有形固定資産の減

損損失計上等により35億41百万円になりました。 

負債は、支払手形及び買掛金の減少等により、前連結会計年度末に比べ23億32百万円減少し、82億69

百万円となりました。また、純資産は前連結会計年度末に比べ５億62百万円減少し、45億79百万円とな

り、自己資本比率は35.6％となりました。 

  

当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、営業活動によ

り３億77百万円減少し、投資活動により70百万円減少いたしました。この結果、資金残高は第２四半期

連結会計期間末から４億47百万円減少し、当第３四半期連結会計期間末残高は５億40百万円となりまし

た。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当第３四半期連結会計期間において、営業活動により減少した資金は３億77百万円（前年同四半期は

２億44百万円の資金の増加）となりました。 

主な要因としましては、税金等調整前四半期純損失１億78百万円、仕入債務の減少額１億26百万円、

法人税等の支払額95百万円、たな卸資産の増加額３億61百万円等によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当第３四半期連結会計期間において、投資活動により減少した資金は70百万円（前年同四半期比28百

万円の資金の減少）となりました。 

主な要因としましては、有形固定資産の取得による支出54百万円、無形固定資産の取得による支出19

百万円等によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当第３四半期連結会計期間において、財務活動による資金の異動はありません（前年同四半期は０百

万円の資金の減少）。 

当第３四半期連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に変更及び

新に生じた課題はありません。 

  

該当事項はありません。 

(2) 財政状態の分析

(3) キャッシュ・フローの状況

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

(5) 研究開発活動
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当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

当第３四半期連結会計期間において、第２四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、

除却等について、重要な変更並びに重要な設備計画の完了はありません。 

また、当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありま

せん。 

  

第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

(2) 設備の新設、除却等の計画
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該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

  

該当事項はありません。 

  

  

大量保有報告書等の写しの送付がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握してお

りません。 

第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 8,000,000

計 8,000,000
 

② 【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末

現在発行数(株)
(平成23年２月28日)

提出日現在発行数(株)
(平成23年４月14日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 2,553,000 2,553,000
東京証券取引所
（市場第一部）

単元株式数
100株

計 2,553,000 2,553,000 － －
 

(2) 【新株予約権等の状況】

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

(4) 【ライツプランの内容】

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成22年12月１日～

平成23年２月28日
― 2,553,000 ― 494,025 ― 627,605

 

(6) 【大株主の状況】
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当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日（平成22年11月30日）の株主名簿による記載を

しております。 

 平成22年11月30日現在 

(注)「単元未満株式」欄の普通株式には、自己株式90株が含まれております。 

  

平成22年11月30日現在 

  

(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。 

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式
800 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 2,551,500 25,515 －

単元未満株式 普通株式 700 － －

発行済株式総数 2,553,000 － －

総株主の議決権 － 25,515 －
 

②  【自己株式等】

所有者の氏名

又は名称
所有者の住所

自己名義所有

株式数(株)

他人名義所有

株式数(株)

所有株式数

の合計(株)

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

(自己保有株式)
山下医科器械
株式会社

長崎県佐世保市湊町３番13号 800 － 800 0.03

計 － 800 － 800 0.03
 

２ 【株価の推移】

 【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年

６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

平成23年

１月 ２月

最高(円) 1,267 1,214 1,171 1,176 1,150 1,140 1,174 1,150 1,170

最低(円) 1,147 1,123 1,091 1,085 1,020 1,051 1,077 1,095 1,100
 

３ 【役員の状況】
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当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

なお、前第３四半期連結会計期間（平成21年12月１日から平成22年２月28日まで）及び前第３四半期連結累計期間

（平成21年６月１日から平成22年２月28日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第３四半期連結

会計期間（平成22年12月１日から平成23年２月28日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成22年６月１日から平

成23年２月28日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間（平成21年12月１日から平

成22年２月28日まで）及び前第３四半期連結累計期間（平成21年６月１日から平成22年２月28日まで）に係る四半期

連結財務諸表についてはあずさ監査法人による四半期レビューを受け、また、当第３四半期連結会計期間（平成22年

12月１日から平成23年２月28日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成22年６月１日から平成23年２月28日ま

で）に係る四半期連結財務諸表については有限責任 あずさ監査法人により四半期レビューを受けております。 

また、金融商品取引法第24条の４の７第４項の規定に基づき、四半期報告書の訂正報告書を提出しておりますが、

訂正後の四半期連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人により四半期レビューを受けております。 

なお、あずさ監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成22年７月１日をもって有限責任 あずさ監査法人とな

っております。 

第５ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

２ 監査証明について
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

当第３四半期連結会計期間末
(平成23年２月28日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年５月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 540,074 3,195,364

受取手形及び売掛金 6,119,425 6,212,799

有価証券 300,000 500,000

商品 1,845,869 1,503,717

その他 ※ 510,678 ※ 386,622

貸倒引当金 △7,993 △8,439

流動資産合計 9,308,055 11,790,065

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 2,171,057 2,524,250

減価償却累計額 △979,728 △887,170

建物及び構築物（純額） 1,191,328 1,637,079

土地 1,474,493 1,474,493

その他 561,764 523,443

減価償却累計額 △431,640 △397,154

その他（純額） 130,124 126,288

有形固定資産合計 2,795,946 3,237,862

無形固定資産 132,510 126,613

投資その他の資産 612,872 590,221

固定資産合計 3,541,330 3,954,697

資産合計 12,849,385 15,744,763

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 7,299,873 9,367,987

未払法人税等 156 71,076

賞与引当金 169,968 327,421

その他 ※ 484,373 ※ 539,276

流動負債合計 7,954,371 10,305,761

固定負債

退職給付引当金 90,545 81,660

資産除去債務 52,554 －

その他 172,349 215,025

固定負債合計 315,449 296,685

負債合計 8,269,820 10,602,447
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(単位：千円)

当第３四半期連結会計期間末
(平成23年２月28日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年５月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 494,025 494,025

資本剰余金 627,605 627,605

利益剰余金 3,343,841 3,911,776

自己株式 △971 △892

株主資本合計 4,464,500 5,032,514

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 113,087 109,454

評価・換算差額等合計 113,087 109,454

少数株主持分 1,976 347

純資産合計 4,579,565 5,142,315

負債純資産合計 12,849,385 15,744,763
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(2) 【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成21年６月１日
至 平成22年２月28日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年６月１日
至 平成23年２月28日)

売上高 27,162,201 27,460,891

売上原価 23,708,789 24,067,380

売上総利益 3,453,412 3,393,511

販売費及び一般管理費 ※１ 3,386,415 ※１ 3,573,064

営業利益又は営業損失（△） 66,996 △179,552

営業外収益

受取利息 3,728 1,757

受取配当金 1,777 2,387

仕入割引 36,597 38,103

受取手数料 6,276 9,215

その他 15,894 15,520

営業外収益合計 64,273 66,984

営業外費用

支払利息 1,792 1,711

不正関連損失 10,521 12,609

その他 2,361 892

営業外費用合計 14,675 15,213

経常利益又は経常損失（△） 116,595 △127,781

特別利益

固定資産売却益 18,489 －

投資有価証券売却益 － 1,275

貸倒引当金戻入額 － 909

特別利益合計 18,489 2,184

特別損失

固定資産除却損 61 1,527

減損損失 ※２ 16,559 ※２ 431,379

訴訟和解金 3,836 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 8,345

特別損失合計 20,458 441,253

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

114,626 △566,849

法人税、住民税及び事業税 15,368 15,429

法人税等調整額 51,396 △92,539

法人税等合計 66,765 △77,110

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △489,739

少数株主利益 659 1,629

四半期純利益又は四半期純損失（△） 47,202 △491,369
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【第３四半期連結会計期間】

(単位：千円)

前第３四半期連結会計期間
(自 平成21年12月１日
至 平成22年２月28日)

当第３四半期連結会計期間
(自 平成22年12月１日
至 平成23年２月28日)

売上高 9,034,610 8,914,556

売上原価 7,919,089 7,859,284

売上総利益 1,115,521 1,055,271

販売費及び一般管理費 ※１ 1,175,572 ※１ 1,248,629

営業損失（△） △60,051 △193,357

営業外収益

受取利息 572 14

受取配当金 1,129 1,152

仕入割引 11,950 12,380

受取手数料 2,029 3,607

その他 9,327 4,577

営業外収益合計 25,009 21,733

営業外費用

支払利息 492 814

不正関連損失 2,506 6,351

その他 240 271

営業外費用合計 3,238 7,436

経常損失（△） △38,280 △179,061

特別利益

投資有価証券売却益 － 1,275

貸倒引当金戻入額 － 284

特別利益合計 － 1,559

特別損失

固定資産除却損 － 1,383

減損損失 ※２ 16,559 －

特別損失合計 16,559 1,383

税金等調整前四半期純損失（△） △54,840 △178,885

法人税、住民税及び事業税 △5,823 5,127

法人税等調整額 △7,139 △69,203

法人税等合計 △12,963 △64,076

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △114,809

少数株主利益 459 885

四半期純損失（△） △42,336 △115,695
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

(単位：千円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成21年６月１日
至 平成22年２月28日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年６月１日
至 平成23年２月28日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

114,626 △566,849

減価償却費 185,844 160,204

貸倒引当金の増減額（△は減少） 4,644 △4,322

賞与引当金の増減額（△は減少） △95,305 △157,453

退職給付引当金の増減額（△は減少） △37,634 8,885

受取利息及び受取配当金 △5,505 △4,144

支払利息 1,792 1,711

固定資産売却損益（△は益） △18,489 －

投資有価証券売却損益（△は益） － △1,275

固定資産除却損 61 1,527

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 8,345

減損損失 16,559 431,379

売上債権の増減額（△は増加） 357,053 93,374

たな卸資産の増減額（△は増加） △131,518 △344,921

仕入債務の増減額（△は減少） △1,226,795 △2,068,114

その他 186,844 △75,311

小計 △647,821 △2,516,963

利息及び配当金の受取額 6,445 4,144

利息の支払額 △1,869 △1,678

法人税等の支払額 △313,689 △157,437

営業活動によるキャッシュ・フロー △956,934 △2,671,934

投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出 － △300,000

有形固定資産の取得による支出 △100,329 △80,369

有形固定資産の売却による収入 25,824 －

無形固定資産の取得による支出 △6,030 △31,155

投資有価証券の取得による支出 △2,094 △2,246

投資有価証券の売却による収入 － 5,375

投資活動によるキャッシュ・フロー △82,630 △408,397

財務活動によるキャッシュ・フロー

配当金の支払額 △76,326 △74,878

自己株式の取得による支出 △6 △78

財務活動によるキャッシュ・フロー △76,333 △74,957

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,115,898 △3,155,289

現金及び現金同等物の期首残高 2,757,959 3,695,364

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 1,642,061 ※ 540,074
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当第３四半期連結会計期間（自 平成22年12月１日 至 平成23年２月28日） 

該当事項はありません。 

  

  

  

  

  

  

当第３四半期連結累計期間（自 平成22年６月１日 至 平成23年２月28日） 

 該当事項はありません。 

  

【継続企業の前提に関する事項】

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第３四半期連結累計期間

(自 平成22年６月１日 至 平成23年２月28日)

（資産除去債務に関する会計基準等の適用）

 第１四半期連結会計期間より「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）

及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用

しております。

 これにより、当第３四半期連結累計期間の営業損失、経常損失はそれぞれ２百万円増加し、税金等調整前四半

期純損失は10百万円増加しております。
 

【表示方法の変更】

当第３四半期連結累計期間

(自 平成22年６月１日 至 平成23年２月28日)

（四半期連結損益計算書関係）

 「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適

用により、当第３四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純損失」の科目で表示しております。
 

当第３四半期連結会計期間

(自 平成22年12月１日 至 平成23年２月28日)

（四半期連結損益計算書関係）

 「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適

用により、当第３四半期連結会計期間では、「少数株主損益調整前四半期純損失」の科目で表示しております。
 

【簡便な会計処理】

当第３四半期連結累計期間

(自 平成22年６月１日 至 平成23年２月28日)

（法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法）

 法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減算項目や税額控除項目を重要なものに限定する方法によ

っております。

 繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の発生

状況に著しい変化がないと認められるので、前連結会計年度において使用した将来の業績予測やタックス・プラ

ンニングを利用する方法によっております。
 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】
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【追加情報】

当第３四半期連結累計期間

(自 平成22年６月１日 至 平成23年２月28日)

（不正取引及び不適切な会計処理について）

 当社において、不正行為の疑いが生じたことから、社内調査チームを設置して調査を実施するとともに社外の

専門家を含めた調査委員会を設置し調査を進めてまいりました。

 その結果、過去に行われた取引の一部に関して不正行為及び不適切な会計処理が行われておりました。

（訂正報告書の提出について）

 「四半期報告書の訂正報告書の提出理由」に記載のとおり、当社の不適切な会計処理について、当社は金融商

品取引法第24条の４の７第４項の規定に基づき過去に提出いたしました四半期報告書に記載されている四半期連

結財務諸表に含まれる不適切な会計処理を訂正し、四半期報告書の訂正報告書を提出することを決定しました。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

当第３四半期連結会計期間末

 (平成23年２月28日)

前連結会計年度末

(平成22年５月31日)

※  不正行為に関連して発生したものが、以下のと

おり含まれております。

流動資産

 その他

  未収入金 4,060千円
 

流動負債

 その他

  未払金 146,623千円
 

※  不正行為に関連して発生したものが、以下のと

おり含まれております。

流動資産

その他

 未収入金 3,560千円

流動負債

その他

 未払金 100,971千円
 

(四半期連結損益計算書関係)

第３四半期連結累計期間

前第３四半期連結累計期間

(自 平成21年６月１日

 至 平成22年２月28日)

当第３四半期連結累計期間

(自 平成22年６月１日

至 平成23年２月28日)

※１ 販売費及び一般管理費の主なもの

給料手当 1,867,816千円

賞与引当金繰入額 166,243千円
 

※１ 販売費及び一般管理費の主なもの

給料手当 1,931,508千円

賞与引当金繰入額 169,968千円

※２ 当第３四半期連結累計期間において、当社は以
下の資産グループについて、減損損失を計上いたしま
した。

場所 用途 種類 減損損失

熊本支社

(熊本市八王寺町)

事業用

不動産
土地 16,559千円

 

当社グループは、事業用不動産については各事業
所を、遊休不動産については各物件を、資産グルー
プとしております。

事業用資産のうち、継続的に営業損失を計上して
おり、かつ、短期間での業績回復が見込まれないこ
とにより、回収可能価額の下落を認識したものにつ
いて帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少
額を減損損失として特別損失に計上しております。

なお、当該資産グループの回収可能価額は、正味
売却価格により測定しており、不動産鑑定評価によ
っております。

※２ 当第３四半期連結累計期間において、当社は以
下の資産グループについて、減損損失を計上いたしま
した。

場所 用途 種類 減損損失

東手城ヘルスケア

モール

(福山市東手城町)

賃貸用

不動産

建物及び

構築物
430,526千円

その他 853千円

計 431,379千円

当社グループは、事業用不動産については各事業
所を、賃貸用不動産および遊休不動産については各
物件を、資産グループとしております。

このうち、賃貸用不動産について、投資額の回収
が見込めなくなったため、帳簿価額を回収可能価額
まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失
に計上しております。

なお、当該資産グループの回収可能価額は、使用
価値によっており、割引率は3.7％として算定してお
ります。
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第３四半期連結会計期間

前第３四半期連結会計期間
(自 平成21年12月１日
 至 平成22年２月28日)

当第３四半期連結会計期間
(自 平成22年12月１日
至 平成23年２月28日)

※１ 販売費及び一般管理費の主なもの
給料手当 563,660千円
賞与引当金繰入額 166,243千円

 

※１ 販売費及び一般管理費の主なもの
給料手当 584,538千円
賞与引当金繰入額 169,968千円

※２ 当第３四半期連結会計期間において、当社は以
下の資産グループについて、減損損失を計上いたしま
した。

場所 用途 種類 減損損失

熊本支社

(熊本市八王寺町)

事業用

不動産
土地 16,559千円

 

当社グループは、事業用不動産については各事業
所を、遊休不動産については各物件を、資産グルー
プとしております。

事業用資産のうち、継続的に営業損失を計上して
おり、かつ、短期間での業績回復が見込まれないこ
とにより、回収可能価額の下落を認識したものにつ
いて帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少
額を減損損失として特別損失に計上しております。

なお、当該資産グループの回収可能価額は、正味
売却価格により測定しており、不動産鑑定評価によ
っております。

──────

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前第３四半期連結累計期間

(自 平成21年６月１日

 至 平成22年２月28日)

当第３四半期連結累計期間

(自 平成22年６月１日

至 平成23年２月28日)

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 1,042,061千円

有価証券 600,000千円

現金及び現金同等物 1,642,061千円
 

現金及び預金 540,074千円

現金及び現金同等物 540,074千円
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当第３四半期連結会計期間末（平成23年２月28日）及び当第３四半期連結累計期間(自 平成22年６月１

日 至 平成23年２月28日) 

１ 発行済株式に関する事項 

  

２ 自己株式に関する事項 

  

３ 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

  

４ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

  

(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの 

該当事項はありません。 

  

５ 株主資本の著しい変動に関する事項 

該当事項はありません。 

(株主資本等関係)

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

 普通株式（株） 2,553,000
 

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

 普通株式（株） 890
 

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成22年８月27日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 76,565 30 平成22年５月31日 平成22年８月30日
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前第３四半期連結会計期間（自 平成21年12月１日 至 平成22年２月28日）及び前第３四半期連結累

計期間（自 平成21年６月１日 至 平成22年２月28日） 

当社および連結子会社の事業は、医療機器販売業の単一事業であります。従いまして、開示対象となる

セグメントがないため、記載を省略しております。 

  

前第３四半期連結会計期間（自 平成21年12月１日 至 平成22年２月28日）及び前第３四半期連結累

計期間（自 平成21年６月１日 至 平成22年２月28日） 

本邦以外の国または地域に所在する連結子会社および在外支店がないため、記載を省略しております。

  

前第３四半期連結会計期間（自 平成21年12月１日 至 平成22年２月28日）及び前第３四半期連結累

計期間（自 平成21年６月１日 至 平成22年２月28日） 

海外売上高がないため、記載を省略しております。 

(セグメント情報等)

【事業の種類別セグメント情報】

【所在地別セグメント情報】

【海外売上高】
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（追加情報） 

第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号  平成21年３月27

日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第20号  平成20年３月21日)を

適用しております。 

  

１ 報告セグメントの概要 

 当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が経営資源の配分

の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。  

 当社においては主に事業所別に、連結子会社においては個別に報告を受け、包括的な戦略を立案し、事業活動を展開

しております。 

 これらの事業セグメントを製品・サービスの類似性から、集約基準及び量的基準に基づいて集約したうえで、「医療

機器販売業」及び「医療モール事業」の２つを報告セグメントとしております。  

 「医療機器販売業」は、主に医療機器メーカーより仕入れた医療機器を、病院をはじめとする医療機関等に販売して

おります。「医療モール事業」は、複数のクリニックが同一敷地内に立地し、各診療科の専門医が医療サービスを提供

する複合型医療施設の運営を行っております。 

  

２ 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

当第３四半期連結累計期間（自  平成22年６月１日  至  平成23年２月28日） 

（単位：千円） 

(注)１ 「その他」の区分は、自社開発製品である整形外科用インプラントやプライベートブランド製品を製造・販売

しております。 

２ セグメント利益又は損失（△）の調整額△415,306千円には、各報告セグメントに配分しない全社費用△

417,432千円、棚卸資産の調整額2,125千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しな

い親会社（提出会社）の管理部門等に係る費用であります。 

３ セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。 

【セグメント情報】

報告セグメント その他 

(注)１
調整額 
(注)２

四半期連結
損益計算書 
計上額 
(注)３

医療機器 
販売業

医療モール
事業

計

 売上高

   外部顧客への売上高 27,138,797 23,363 27,162,161 298,730 － 27,460,891

  セグメント間の内部売上高
又は振替高

132,962 － 132,962 242,427 △375,389 －

計 27,271,759 23,363 27,295,123 541,158 △375,389 27,460,891

セグメント利益又は
損失（△）

274,806 △66,077 208,729 27,024 △415,306 △179,552
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当第３四半期連結会計期間（自  平成22年12月１日  至  平成23年２月28日） 

（単位：千円） 

(注)１ 「その他」の区分は、自社開発製品である整形外科用インプラントやプライベートブランド製品を製造・販売

しております。 

２ セグメント利益又は損失（△）の調整額△137,115千円には、各報告セグメントに配分しない全社費用△

141,354千円、棚卸資産の調整額4,238千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しな

い親会社（提出会社）の管理部門等に係る費用であります。 

３ セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。 

  

３ 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

  当第３四半期連結会計期間（自 平成22年12月１日 至 平成23年２月28日） 

  該当事項はありません。 

報告セグメント その他 

(注)１
調整額 
(注)２

四半期連結
損益計算書 
計上額 
(注)３

医療機器 
販売業

医療モール
事業

計

 売上高

   外部顧客への売上高 8,774,392 6,613 8,781,006 133,549 － 8,914,556

  セグメント間の内部売上高
又は振替高

80,766 － 80,766 91,602 △172,369 －

計 8,855,159 6,613 8,861,772 225,152 △172,369 8,914,556

セグメント利益又は
損失（△）

△48,147 △20,253 △68,400 12,158 △137,115 △193,357
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金融商品の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動

が認められないため、記載しておりません。 

  

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動

が認められないため、記載しておりません。 

  

当社グループは、デリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

資産除去債務の四半期連結対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度末に比べて著しい変動がない

ため、記載しておりません。 

  

賃貸等不動産の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度末に比べて著しい変動が

ないため、記載しておりません。 

  

  

(金融商品関係)

(有価証券関係)

(デリバティブ取引関係)

(ストック・オプション等関係)

(資産除去債務関係)

(賃貸等不動産関係)

─ 27 ─



  

１ １株当たり純資産額 

(注) １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

２．１株当たり四半期純利益金額等 

第３四半期連結累計期間 

(注) １株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額の算定上の基礎 

  

(１株当たり情報)

当第３四半期連結会計期間末

(平成23年２月28日)

前連結会計年度末

(平成22年５月31日)

 

１株当たり純資産額 1,793.65円
 

１株当たり純資産額 2,014.74円

 

当第３四半期連結会計期間末

(平成23年２月28日)

前連結会計年度末

(平成22年５月31日)

純資産の部の合計額（千円） 4,579,565 5,142,315

普通株式に係る純資産額（千円） 4,577,588 5,141,968

差額の主な内訳（千円）

 少数株主持分 1,976 347

普通株式の発行済株式数（株） 2,553,000 2,553,000

普通株式の自己株式数（株） 890 824

１株当たり純資産額の算定に用いられた
普通株式の数（株）

2,552,110 2,552,176
 

前第３四半期連結累計期間

(自 平成21年６月１日

 至 平成22年２月28日)

当第３四半期連結累計期間

(自 平成22年６月１日

至 平成23年２月28日)

 

１株当たり四半期純利益金額 18.49円
 

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額

については、潜在株式が存在しないため、記載してお

りません。

１株当たり四半期純損失金額(△) △192.53円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額

については、１株当たり四半期純損失であり、また、

潜在株式が存在しないため、記載しておりません。
 

前第３四半期連結累計期間

(自 平成21年６月１日

至 平成22年２月28日)

当第３四半期連結累計期間

(自 平成22年６月１日

至 平成23年２月28日)

四半期純利益又は四半期純損失(△)（千円） 47,202 △491,369

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益 
又は四半期純損失(△)（千円）

47,202 △491,369

普通株式の期中平均株式数（株） 2,552,225 2,552,116
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第３四半期連結会計期間 

(注) １株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎 

  

前第３四半期連結会計期間（自 平成21年12月１日 至 平成22年２月28日） 

該当事項はありません。 

  

当第３四半期連結会計期間（自 平成22年12月１日 至 平成23年２月28日） 

該当事項はありません。 

  

リース取引開始日が平成20年５月31日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引について、通常の

賃貸借取引に係る方法に準じて処理を行っておりますが、当第３四半期連結会計期間末におけるリース取

引残高は前連結会計年度末に比べて著しい変動が認められないため、記載しておりません。 

  

該当事項はありません。 

前第３四半期連結会計期間

(自 平成21年12月１日

 至 平成22年２月28日)

当第３四半期連結会計期間

(自 平成22年12月１日

至 平成23年２月28日)

 

１株当たり四半期純損失金額(△) △16.59円
 

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額
については、１株当たり四半期純損失であり、また、
潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

１株当たり四半期純損失金額(△) △45.33円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額
については、１株当たり四半期純損失であり、また、
潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

 

前第３四半期連結会計期間

(自 平成21年12月１日

至 平成22年２月28日)

当第３四半期連結会計期間

(自 平成22年12月１日

至 平成23年２月28日)

１株当たり四半期純利益

 四半期純損失（△）（千円） △42,336 △115,695

 普通株主に帰属しない金額（千円） － －

 普通株式に係る四半期純損失（△）（千円） △42,336 △115,695

 普通株式の期中平均株式数（株） 2,552,224 2,552,110
 

(重要な後発事象)

(リース取引関係)

２ 【その他】
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該当事項はありません。 

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】
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平成26年２月14日

山下医科器械株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている山

下医科器械株式会社の平成22年６月１日から平成23年５月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期

間(平成22年12月１日から平成23年２月28日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成22年６月１日から平成

23年２月28日まで)に係る訂正報告書の四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連

結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結

財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論

を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、山下医科器械株式会社及び連結子会社の平

成23年２月28日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期

間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさ

せる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

追記情報 

 追加情報に記載されているとおり、会社は金融商品取引法第24条の４の７第４項の規定に基づき四半期連

結財務諸表を訂正している。当監査法人は訂正後の四半期連結財務諸表について四半期レビューを行った。

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以  上 

  

独立監査人の四半期レビュー報告書

有限責任 あずさ監査法人
 

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士  黒 木  賢 一 郎  印
 

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士    平 郡   真       印
 

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士    植 木   豊       印
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
 





【表紙】

【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項

【提出先】 福岡財務支局長

【提出日】 平成26年２月14日

【会社名】 山下医科器械株式会社

【英訳名】 YAMASHITA MEDICAL INSTRUMENTS CO.,LTD.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 山 下 尚 登

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。

【本店の所在の場所】 長崎県佐世保市湊町３番13号

【縦覧に供する場所】 山下医科器械株式会社福岡本社

（福岡県福岡市中央区渡辺通３丁目６番15号）

山下医科器械株式会社佐世保本社

（長崎県佐世保市湊町３番13号）

株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

 



当社代表取締役社長山下尚登は、当社の第63期第３四半期(自 平成22年12月１日 至 平成23年２月

28日)の四半期報告書の訂正報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを

確認いたしました。 

  

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

  

１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】
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